
指定介護老人福祉施設 

特別養護老人ホーム「なかかんの里」 料金表 
令和５年１月現在 

① 介護保険給付サービスに関する利用料金（A） 
【施設利用料自己負担】          

＜介護保険給付＞                         （単位） 

要介護度 ※居室区分 
基本 

サービス費 

日常生活 

継続支援 

加算 

個別機能 

訓練加算（Ⅰ） 

介護保険 

自己負担 

合計（Ａ） 

要介護１ 
従来型多床室 ５７３ ３６  

１２ 

 

６２１ 

ユニット型個室 ６５２ ４６ ７１０ 

要介護２ 
従来型多床室 ６４１ ３６  

１２ 

 

６８９ 

ユニット型個室 ７２０ ４６ ７７８ 

要介護３ 
従来型多床室 ７１２ ３６  

１２ 

 

７６０ 

ユニット型個室 ７９３ ４６ ８５１ 

要介護４ 
従来型多床室 ７８０ ３６  

１２ 

 

８２８ 

ユニット型個室 ８６２ ４６ ９２０ 

要介護５ 
従来型多床室 ８４７ ３６  

１２ 

 

８９５ 

ユニット型個室 ９２９ ４６ ９８７ 

 

※居室区分  『従来型多床室』  ・・・ ２人部屋       定員 ４０名 

『ユニット型個室』 ・・・ １人部屋       定員 ６０名 

 

＊表示の数字は単位です。実際の金額は単位×10.14 円となり、その 1 割分をいた

だいております。 

 

・基本サービス費   介護サービスの基本的な利用料となります。居室の種類と要介護度に 

よって定められております。 

・日常生活継続支援  ①要介護度の高い高齢者（介護度４～５）の割合が７０％以上 

 加算        ②日常生活に支障をきたす恐れのある症状もしくは、介護を必要とする

認知症である方の占める割合が６５％以上 

③入居者数に対し介護福祉士を１００分の１５以上配置 

（①～③のうち一つでも要件を満たしている際にいただく費用です） 

・個別機能訓練     機能訓練（リハビリ）を行う職員を、基準で定められた数を配置した場 

加算（Ⅰ）     合にいただく費用です。 

 

＊上記料金表は１割負担の数字となります。ただし一定以上の所得のある方は介護保

険給付部分が２割又は３割負担となり、加算についても同様となります。 



※体制加算（Ｂ） 

（基準よりも職員配置等を充実した場合加算されます。当月の職員体制により加算が変わり

ます。令和５年１月現在   対象） 

加算種類 加算内容 金 額 

看護体制加算Ⅰ 

従来型（イ） 

ユニット型（ロ） 

 

常勤看護師を１名以上配置した際にいただく費用

です。 

 

６単位／日追加 

従来型（イ） 

４単位／日追加 

ユニット型（ロ） 

看護体制加算Ⅱ 

従来型（イ） 

ユニット型（ロ） 

入居者２５名に対して看護師１名以上配置し、夜間

における２４時間連絡体制を確保している際にい

ただく費用です。 

１３単位／日追加 

従来型（イ） 

８単位／日追加 

ユニット型（ロ） 

夜勤職員配置加算Ⅲ

従来型（イ） 

基準に規定する夜勤を行う介護職員又は看護職員の

数に１を加えた数以上の介護職員又は看護職員を配

置した際にいただく費用です。 

上記の規定を満たし、夜勤時間帯を通じて看護職員

を配置または、喀痰吸引等の実施できる介護職員を

配置している際にいただく費用です。（登録喀痰吸引

等事業者として都道府県の登録が必要） 

 

 

２８単位／日追加 

従来型（イ） 

夜勤職員配置加算Ⅳ 

ユニット型（ロ） 

夜勤職員配置加算Ⅲと同様 ２１単位／日追加 

ユニット型（ロ） 

介護職員処遇 

改善加算 

（Ⅰ）～（Ⅴ） 

国が定める基準に適合しているものとして、届け出

た介護老人福祉施設が施設サービスを行った場合に

いただく費用です。 

※所定単位数は基本サービス費に各種加算減算を加

えた総単位数とします。 

※当該加算は区分支給限度基準額の算定対象から 

除外されます。 

（Ⅰ）＝所定単位数×8.3％ 

（Ⅱ）＝所定単位数の 6.0％ 

（Ⅲ）＝所定単位数の 3.3％ 

（Ⅳ）＝（Ⅲ）で算定した

単位数の９０％ 

（Ⅴ）＝（Ⅲ）で算定した

単位数の８０％ 

特定処遇改善加算 

（Ⅰ）～（Ⅱ） 

介護人材確保のための介護職員の更なる処遇改善と

しての加算です。介護職員処遇改善加算（Ⅰ）～（Ⅲ）

までを取得し、職場の資質向上や働きやすい環境を

作る取り組みを行っていること、算定していること

をホームページなどに掲載し公表していることでい

ただく費用です。 

（Ⅰ）＝所定単位数×２.７％ 

（Ⅱ）＝所定単位数×２.３％ 

介護職員等ベース 

アップ等支援加算 

介護人材確保のための介護職員の処遇改善としての

加算です。介護職員処遇改善加算（Ⅰ）～（Ⅲ）ま

でを取得していることと職場の資質向上、働きやす

い環境の取り組みを行っていること、算定している

ことをホームページ等に掲載し公表していることで

いただく費用です。 

＊所定単位数は基本サービス費に各種加算減算

を加えた総単位数とします。 

 

 

 

所定単位数×1.6% 

生活機能向上連携 

加算 

訪問リハビリテーション等に勤務する理学療法士と

連携し、計画的に機能訓練を実施した場合にいただ

 

１００単位／月 



く費用です。 

栄養マネジメント 

強化加算 

管理栄養士を所定の人数配置し、職員共同で作成し

た栄養計画に基づいたサービスを実施するととも

に、食事の際の変化を把握し、問題がある場合には

早期に対応します。低栄養のリスクが高い利用者に

は食事観察を週に 3 回以上行い、必要時に食事の調

整を実施します。栄養状態の情報を活用し、栄養管

理を継続的に行い、その情報を定期的に厚生労働省

に提出した場合にいただく費用です。 

 

 

 

11 単位／日 

 

 

科学的介護推進 

体制加算Ⅰ 

入居者の身体状況、栄養、口腔、嚥下、認知症の状

況やその他の入居者の心身状況等のデータを厚生労

働省に報告し、その評価や指摘をもとに事業所の特

性や在り方を検証し、ケアの質の向上を推進する場

合にいただく費用です。 

 

 

40 単位／月 

科学的介護推進 

体制加算Ⅱ 

上記のⅠの要件に加えて、疾病の状況等を厚生労働

省に報告した場合にいただく費用です。 

５０単位／月 

サービス提供体制 

強化加算Ⅰ 

介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合 

が８０％以上配置している場合にいただく費用で 

す。 

 

２２単位／日 

サービス提供体制 

強化加算Ⅱ 

介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が

６０％以上、配置している場合にいただく費用です。 

 

１８単位／日 

サービス提供体制 

強化加算Ⅲ 

介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が

５０％以上配置している場合にいただく費用です。 

 

６単位／日 

個別機能訓練 

加算（Ⅱ） 

個別機能訓練加算（Ⅰ）の要件に加え、個別機能訓

練計画等を厚生労働省に提出し、訓練の実施にあた

り適切に情報を活用した場合にいただく費用です。 

 

２０単位／月 

※各種加算（対象者のみ）（Ｂ） 

加算種類 加算内容 金 額 

外泊時費用 
入居期間中に入院又は外泊した期間いただく費用で

す。（６日限度最大 12 日） 
２４６単位／日追加 

初期加算 
入居後３０日間いただく費用です。また 1 ヶ月以上入

院等があった場合、再度該当になります。 
３０単位／日追加 

安全対策体制加算 

外部の研修を受けた担当者が配置され、施設内に安全

対策部門を設置し、組織的に安全対策を実施する体制

が整備されている場合にいただく費用です。 

２０単位／月 

（入居時に 1 度限り算定可能） 

退所前（後）訪問

相談援助加算 入居者及びその家族等に対して相談援助を提供し、退

居前後訪問相談援助加算した際にいただく費用です。

(入居中１回又は２回、退居後 1 回を限度とします） 

４６０単位／回追加 

退所時相談 

援助加算 
４００単位／回追加 

退所前連携加算 ５００単位／回追加 

経口移行加算 

経管により食事を摂取する入居者について、経口摂取

を進めるために医師の指示に基づき栄養管理を行う

場合に１８０日を限度としていただく費用です。 

注（但し、医師の指示に基づき必要とされる場合は引 

き続き追加になります） 

２８単位／日追加 



経口維持加算Ⅰ 著しい誤嚥が認められる方からいただく費用です。 ４００単位／月追加 

経口維持加算Ⅱ 

誤嚥が認められる方からいただく費用です。  

注（但し、医師の指示に基づき必要とされる場合は引

き続き追加になります）  

＊6 ヶ月を限度とします。 

１００単位／月追加 

療養食加算 

厚生労働大臣が定める療養食（糖尿病食・腎臓病食な

ど※）を提供した際にいただく費用です。  

※経管栄養は除きます 

６単位／回追加 

口腔衛生 

管理加算（Ⅱ） 

歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が入居者に対し、

①口腔ケアを月２回以上行う②当該入居者に係る口

腔ケアについて介護職員へ具体的な技術的助言及び

指導を行い、当該入居者の口腔に関する相談等に必要

に応じ対応ます。上記の情報を厚生労働省に提出した

際にいただく費用です。 

１１０単位／月追加 

認知症行動・ 

心理症状緊急対応           

加算 

医師が認知症の行動・心理症状が認められるため、在

宅での生活が困難であり緊急に福祉施設サービスを

行う必要があると判断した方に対して、施設サービス

を行った際にいただく費用です。（入居した日から起

算して７日を限度とします） 

２００単位／日追加 

看取り介護 

加算（Ⅰ） 

医師が終末期にあると判断した入居者に対して、看取

り介護を提供した際にいただく費用です。 

（死亡日以前４５日を限度とします） 

死亡日以前３１日以上４５日以下 

７２単位/日追加 

死亡日以前４日以上３０日以下 

１４４単位／日追加 

死亡日の前日・前々日 

６８０単位／日追加 

死亡日 

１，２８０単位／日追加 

在宅復帰支援 

機能加算 

在宅復帰に向け入居者の家族及び入居者が利用する

指定居宅介護支援事業者に対して情報の提供、退居後

の居宅サービスの調整をした際にいただく費用です。 

１０単位／日追加 

褥瘡マネジメント

加算Ⅰ 

褥瘡の発生リスクがある入居者ごとに職員共同で褥

瘡ケア計画を作成し、評価します。評価結果等は厚生

労働省に提出し、その評価に基づき、３ヶ月に 1 回は

計画の見直しを行った場合にいただく費用です。 

３単位／月追加 

褥瘡マネジメント

加算Ⅱ 

上記のⅠの要件に加え、褥瘡の発生リスクがある入居

者に褥瘡の発生がなかった場合にいただく費用です。 
１３単位／月追加 

排せつ支援加算Ⅰ 

排泄介助に介護を要する入居者に対して、排泄機能向

上を目的に職員共同で支援計画を作成し、評価しま

す。強化結果等は厚生労働省に提出します。その評価

に基づき、3 ヶ月に 1 回は計画の見直しを行った場合

にいただく費用です。 

１０単位／月追加 

自立支援促進 

加算 

医師が入居時から入居者ごとに自立支援のために特

に必要な医学的評価を行います。自立支援が必要な入

居者ごとに職員共同で自立支援計画を作成し、評価し

３００単位／月 



ます。評価結果等は厚生労働省に報告し、その評価に

基づき、3 ヶ月に 1 回は計画の見直しを行いいただく

費用です。 

ADL 維持加算（Ⅰ） 

入居者の心身機能の重度化を防止し、機能を維持で

きているかを評価します。①利用期間が 6 ヶ月以

上の入居者が 10 名以上②評価対象の初月と 6 ヶ

月目に日常生活動作の機能的評価を実施し、その月

に厚生労働省に報告③6 ヶ月目の数値から初月の

数値を一定の計算式に当てはめ、評価対象入居者の

ADL 利得を平均した数値が１以上の際にいただく

費用です。 

30 単位／月 

ADL 維持加算（Ⅱ） 

上記Ⅰの①、②の要件に加え、③の評価対象入居者の

ADL 利得を平均して得た値が２以上の際にいただく

費用です。 

60 単位／月 

身体拘束廃止 

未実施減算 

身体的拘束等のさらなる適正化を図る観点から、身

体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員

会の開催等を義務づけ、未実施の場合は減算となり

ます。 

１０％／日減算 

在宅・入所 

相互利用加算 

複数の利用者が在宅期間及び入居期間を定めて、介

護老人福祉施設の同一の個室を計画的に利用した

際にいただく費用です。（最大３ケ月を限度としま

す） 

４０単位／日追加 

認知症専門ケア 

加算 

認知症ケアの研修を修了した職員を配置し、専門的な

サービスを提供した場合にいただく費用です。 

（Ⅰ）＝ ３単位／日 

（Ⅱ）＝ 4 単位／日 

若年性認知症 

入所者受入加算 

入居者が初老期における認知症の場合にサービス提

供をした際にいただく費用です。 
１２０単位／日追加 

外泊時在宅 

サービス費用 

入居者に対して居宅における外泊を認め、指定介護老

人福祉施設が居宅サービスを提供する場合は、１月に

６日を限度としていただける費用です。 

５６０単位／日追加 

再入所時栄養 

連携加算 

入居している方が退居し、当該者が病院または診療所

に入院した場合であって、当該者が退院した後に再度

当該施設に入居する際、二次入居において必要となる

栄養管理が、一次入居の際に必要としていた栄養管理

とは大きく異なるため、当該施設の管理栄養士が当該

病院または診療所の管理栄養士と連携し当該者に関

する栄養計画を策定した場合にいただく費用です。 

２００単位／回追加 

 

★入院された際にいただく居住費とは（重要） 

＊「ユニット型個室」・・・2,006 円/日 「従来型多床室」・・・855 円/日 

入院された場合はお部屋を空けておく関係から、上記の料金×入院日数分が施設利

用料となり減額は効きません。その他に入院費が発生しますのでご注意願います。 

★介護保険の自己負担額が一定額を越えた時は、越えた分が被保険者の請求により 

高額介護サービス費として払い戻されます。（償還払い） 

★利用料金に変更があった場合は、変更された額に合わせて、ご契約者の負担額を 

変更させていただきます。 



②居住費・食費に関する利用料金（C） 

【自己負担額】                        （単位：円／日） 

居室区分 
※利用者 

負担区分 
居住費 食 費 

自己負担額計 

（Ｃ） 

 

自己負担計 

（Ｄ） 

従来型 

多床室 

第１段階 ０ ３００ ３００ 

（Ａ）＋（Ｂ）

＋（Ｃ）＝（Ｄ） 

第２段階 ３７０ ３９０ ７６０ 

第３段階① ３７０ ６５０ １，０２０ 

第３段階② ３７０ １，３６０ １，７３０ 

第４段階 ８５５ １，５５０ ２，４０５ 

ユニット型 

個室 

第１段階 ８２０ ３００ １，１２０ 

第２段階 ８２０ ３９０ １，２１０ 

第３段階① １，３１０ ６５０ １，９６０ 

第３段階② １，３１０ １，３６０ ２，６７０ 

第４段階 ２，００６ １，５５０ ３，５５６ 

（注１）入居期間中に入院または外泊した期間（６日限度だが月をまたぐと最大１２日）は外泊加算

以外に居住費もいただきます。入院や外泊が７日以上となる際は居住費のみいただきます。 

 

※１、利用者負担区分 

第１段階  生活保護受給者・老齢福祉年金受給者 

第２段階  世帯全員が市民税非課税で課税年金収入額と合計所得金額の合計が 80 万円以 

下で預貯金額が単身で６５０万円以下もしくは夫婦で１６５０万円以下の方 

第３段階① 世帯全員が市民税非課税で年金収入等が８０万円超１２０万円以下で預貯金額 

が単身で５５０万円以下もしくは夫婦で１５５０万円以下の方 

  第３段階② 世帯全員が市民税非課税で年金収入等が１２０万円超で預貯金額が単身で５ 

００万円以下もしくは夫婦で１５００万円以下の方 

第４段階  上記以外の方（基準額）で住民税課税されている方 

※２、地域区分 

  厚生労働大臣の定める地域区分において、新潟市が７級地の適用となり、単位は１０．１４

円となります。 

③介護保険給付外サービスに関する利用料金    （単位：円） 
項  目 料 金 備  考 

理容（カット＋顔剃り） ￥2,500/回 
カラーご希望の際は要相談 

 

支払い代行手数料 ￥１,000/月 
支払い代行業務、金銭、貴重

品の管理 

おやつ代 ￥1４0/日 消費税増税に伴い変更 

電気代 
￥５０/日 

￥１００/日 

家電製品を持込みの場合 

連日コンセントを使用の場合 

予防接種 実費  

寝具費（ご家族希望時） ￥1,000/1泊 
ご家族様が宿泊された際に施

設の寝具を使用された場合 

特別な食事（出前他）日用品等 実 費 外出時の食事代等 

＊今後も体制加算等に変更がある場合は、費用に係る同意を得た上で、都度料金表の差し替

えで対応させていただきます。 


